
放射性物質対処型森林・林業再⽣総合対策事業 【令和５年度予算概算要求額 3,735（3,618）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．森林内における放射性物質の実態把握 171（171）百万円
○ 森林内の放射性物質による汚染実態等を把握するため、樹冠部から⼟壌中まで階
層ごとの放射性物質の分布状況等の調査・解析を実施します。

２．森林・林業再⽣に向けた実証等 1,551（1,208）百万円

① 避難指⽰解除区域等における実証
避難指⽰解除区域等において、地域住⺠の帰還と林業の再⽣を円滑に進められるよ
う、森林施業の影響の検証や実証事業を実施します。
② ほだ⽊等原⽊林再⽣のための実証
放射性物質の影響を受けている⾥⼭・広葉樹林の計画的な再⽣に向けた実証的な
取組を実施します。
③ 副産物の利⽤円滑化のための実証
樹⽪（バーク）等の有効利⽤を促進するため、新たな利⽤⽅法への拡⼤に向けた実
証的な取組等を実施します。
④ 情報の収集・整理と情報発信等
森林・林業の再⽣に向けた情報の収集・整理と情報発信等を実施します。

＜対策のポイント＞
被災地の森林・林業の再⽣を図るため、森林内における放射性物質の実態の把握、ほだ⽊等原⽊林再⽣の実証等、森林整備の実施に際して必要な放
射線量の概況調査や森林所有者の同意取付、放射性物質の移動抑制対策等を実施します。
＜事業⽬標＞
森林・林業の再⽣を通じた被災地の復興
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

定額

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-6744-9530）
林野庁業務課 （03-3503-2038）

３．放射性物質対処型林業再⽣対策 2,013（2,239）百万円
① 森林整備の実施に必要な放射性物質対策
事業地を選定するための汚染状況重点調査地域等の森林の放射線量等の概況調
査、作業計画の検討を⾏うための事業対象森林の調査、森林所有者等への説明・同
意取り付け等を実施します。
また、放射性物質の移動抑制のための筋⼯の施⼯等、地域において森林整備を実
施する際に必要な放射性物質対処⽅策を実施します。
② ⾥⼭再⽣事業
住居周辺の⾥⼭において、住⺠の安全・安⼼の確保に資するため、環境省・復興庁に
よる除染・線量測定の取組と連携して森林整備を実施します。

委託

※３①の⼀部は国有林による直轄事業
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